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Ⅰ．序論 

1. VISION2030（観光地経営戦略）の策定趣旨 

一般社団法人福島市観光コンベンション協会（以下、福島市 DMO）では、「VISION2025」（令和 3 年度

から令和 7 年度）に基づき、コロナ禍や人口減少・少子高齢化の影響により縮小傾向が続く国内市場

に対し、横並びの政策や手法で消耗するのではなく、本市の強みを活かした高付加価値化を進め、

効果的な連携を図りながら、国内外の市場から効率よく経済的利益を取り込める持続的な地域の仕

組みづくりを進めてきました。その方向性として、「VUCA、人口減少、デジタル社会における南東北の

『人口・産業・雇用』のダム≒『グローカル・ハブ』」となることを掲げ、活動を推進してきました。 

また、「今と未来の『三方良し』」を理念に掲げ、「来訪者、地域事業者、地域社会への同時貢献」と

「『いま』と『未来』への同時貢献」を使命としてきました。そのうえで、「外貨獲得」「内発循環」「関係人

口拡大」「認知・理解・共感の獲得」、そしてそこから生まれる「社会課題解決」を福島市 DMO の戦略

基本方針に位置づけ、地域消費の拡大、ビジネスモデルの構築、地域内循環の促進、商材の高付加

価値化、地域イノベーションの創出に取り組んできました。さらに、福島市への“共感”に基づく来訪・

消費・投資人口を増やす仕掛けづくりや、ファンプール・タレントプールの創出と拡大、福島市に対す

る認知・理解・共感を広げるための仕掛けづくりと消費ジャーニーの構築を通じて、各事業を実践して

きました。 

令和 8 年 3 月 27 日に閣議決定された観光立国推進基本計画（第 5 次）では、「観光は、国内外から

の交流人口・関係人口の拡大を通じて、活力に満ちた地域社会の持続可能な発展を可能にする」とさ

れています。加えて、観光を通じて世界の人々と交流することは、草の根から外交や安全保障を支え、

国際相互理解の促進にも大きく寄与するものです。また、観光産業は、今や自動車産業（17.6 兆円）

に次ぐ第 2 の輸出産業となっています。このように、観光は経済、社会、国際関係など、さまざまな観

点から極めて重要な意義を有しています。こうした状況は日本全体に共通するものであり、飯坂・高

湯・土湯温泉をはじめ、宿泊業、市内飲食業、交通事業など多様な観光事業者が集積する福島市に

おいても同様です。観光産業の発展は市の産業を支える大きな柱であり、昨今の経済不安に対応し

ながら、今後も福島市の発展に向けて拡大していく必要があります。 

また、経済の発展や雇用の確保・増大への寄与のみならず、観光の持つ力は、異なる価値観や多様

性の尊重、国際的な相互理解の促進、自然環境の保全、未来を担うこどもたちや全ての世代の方々

の地域への誇りと愛着の醸成など、地域社会に対しても多面的な効果をもたらすものであり、その役

割は一層大きなものとなっています。 

旅行形態の変化や価値観の多様化といった社会の変化に対応しながら、福島市が持つ「自然」「食」

「人」といった強みを活かし、個々の社会課題の解決につながるイノベーションを起こし続けることが重

要です。観光を通じて旅行者に満足度や幸福感を提供することで、交流人口の拡大と共感者（ファン）

の醸成、地域住民の観光に対する理解の促進など、地域社会と地域経済の好循環が生まれます。こ

うした好循環は、持続可能な観光地域の維持・発展につながると考えます。 
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こうした認識のもと、福島市とともに、地域 DMO である福島市 DMO が今後の観光地域づくりの中心

を担い、地域の観光業および関連する皆さまの幸せにつながることを目指します。そのため、これま

での VISION2025 の方針と想いを踏襲しつつ、今後の新たな 5 年間を見据えた観光地域経営戦略

「VISION2030」を策定します。 

2. 戦略の位置づけ 

単なる観光関連施策の整理・羅列ではなく、観光を起点とした地域づくり戦略として策定します。 

本戦略は、福島市が策定する観光分野の個別計画である「観光共創戦略」と連動する当協会の中期

経営計画です。福島市の観光地域づくりにおける経営戦略として位置づけ、地域 DMO を中心に、民

間事業者、観光関連団体、市民、行政がそれぞれの役割を果たしながら、主体的な取組を通じてさら

なる共創を進めることを目指します。 

福島市の総合計画や各種個別計画との整合を図りながら本戦略を策定します。また、戦略および実

行計画の策定・推進にあたっては、地域のステークホルダー、観光関連事業者、市民の参加を得るこ

とで、地域全体の信任を得られるビジョンを目指します。 

本戦略の期間は、2026（令和８）年度から 2030（令和 12）年度までの 5 か年とします。なお、福島市の

総合計画や観光戦略の見直しなどに伴い、本戦略との整合性を図るため、必要に応じて一部見直し

を行うことがあります。 

■主な役割分担（※福島市観光共創戦略より引用） 

 行政の役割  

⚫ 長期計画（将来ビジョン）の策定 

⚫ 観光政策の立案・補助設計 

⚫ 観光施設（インフラ）整備 

⚫ 共創体制づくり 

⚫ 助成・補助 

⚫ 広域連携、関係機関との調整 

観光地域づくり組織（DMO）の役割 

⚫ 観光地域づくりの中核・舵取り役 

⚫ 各種データの収集・分析・提供 

⚫ 地域経営の立案・制度設計 

⚫ 着地整備・受入環境整備 

⚫ プロモーション 

⚫ 民間事業支援・調整
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3. 観光を活用した持続可能な地域づくり方針 

福島市は、「福島市新たな時代の観光共創戦略(令和 4年度～令和 7年度)」を１年延長し、令和９

年４月からの新たな分野の個別計画を策定します。 

本戦略は、これまでの観光共創戦略および令和９年から始まる新計画のもと、観光を活かして持

続可能な地域づくりの実現を目指します。 

また、日本版持続可能な観光ガイドラインである「JSTS-D」に基づいて施策に取り組みます。 

4. VISION2030策定の方針 

コロナ収束後の令和 4 年に作成した「VISION2025」と、その戦略期間における数値実績をたたき

台とします。あわせて、福島市観光共創戦略および観光立国推進基本計画（第 5 次）を上位概念

に据え、持続可能な観光まちづくりの実現を目指す観光地域経営戦略として位置づけます。 

前戦略は、コロナ禍の中後期に策定されたものであり、その後の経済状況や市場変化を見通しに

くい環境下にありました。そのため、コロナ禍前の水準に数値を戻すことを目標とし、福島市 DMO

当協会の戦略方針においても、「VUCA1、人口減少、デジタル社会といった時代を象徴する言葉を

背景に、持続可能な観光地域づくりの土台づくりと、それをけん引する DMO組織づくりに注力する

方針を取りました。 

2023（令和 5）年 5月に新型コロナウイルス感染症が 5類へ移行し、観光は全国的・世界的に回復

しました。当時設定した目標の多くは回復・達成した一方で、最大の課題として、労働供給制約

（人材不足、高齢化、事業承継、人口の都市部への流出）や、生成 AI の急速な進歩に伴うデジタ

ル環境の変化への対応が挙げられます。これらは、事業環境のみならず、市民生活にも大きな負

荷を与えています。 

こうした環境変化を踏まえ、福島市が持続可能な観光地であり続け、来訪地として、また関係人口

を育む地域として選ばれ続けるために、今後どのような施策を展開すべきかを改めて整理し、経

営戦略（＝VISION2030）を定義します。 

VISION2030策定においては、総花的に施策を羅列するのではなく、地域の限られた経営資源を、

時間的・空間的に俯瞰し、どのような優先順位で、どのような予算配分で最適な成果を得ることが

できるのかをより一層検討し、「選択」することが重要です。 

 
1
 VUCA：先行きが不透明で将来の予測が困難な現代のビジネス環境を指す言葉。Volatility（変動性）、Uncertainty（不確実性）、

Complexity（複雑性）、Ambiguity（曖昧性）の頭文字から構成された造語。変化の激しい時代を象徴している。 
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また、BANI2やポリクライシス（Polycrisis：複合危機）3といった言葉で表現される現代は、より心理

的に過酷で、破綻寸前の脆さを持つ社会環境となってきています。そのような中において、どのよ

うな未来を、どのような観光地域を目指すべきなのかを、時間的余裕がないことを共通認識とした

うえで、明確なコンセプトを持つ経営戦略の策定を目指します。 

Ⅱ．観光地経営戦略策定の基礎データ（前戦略の振り返り） 

1. 福島市：観光共創戦略（令和 4年度～令和 7 年度）の概要と達成状況 

本章では、VISION2030の策定にあたり前提となる基礎データとして、福島市の観光共創戦略およ

び福島市 DMOの VISION2025の達成状況を整理します。まず福島市の戦略の進捗を確認し、そ

のうえで福島市 DMOの取組と成果を振り返ることで、次期戦略に引き継ぐべき成果と今後の課

題を明らかにします。 

1. 基本目標 ：目的地として選ばれる“ふくしまツーリズム”で稼ぐ観光を目指します 

2. 稼ぐ観光を実現する 6つのゴール 

「観光客 UP」 「リピーター増」 「回遊性 UP」 「滞在時間延長」 「満足度 UP」 「消費額 UP」 

3. 基本方針 

(1) “ふくしまツーリズム”の磨き上げと高付加価値化 

(2) 戦略的観光地域づくりとデジタル化の推進 

(3) 観光ホスピタリティの深化 

(4) MICEの推進及び“ふくしまツーリズム”との連動 

数値目標（福島市の数値）と実績 

1. 観光消費平均単価額 

基準値（令和元年度） 24,366円 

目標値（令和 7年度） 25,827円 

実績値（令和 6年度） 27,803円 

 

  

2. 観光客入込数 

基準値（令和元年度） 602万人 

目標値（令和 7年度） 602万人 

実績値（令和 6年度） 841万人 

 

 
2 BANI:人類学者・未来学者ジャメイン・カシオが提唱。「Brittle(脆さ)：一見、完璧に構築されているシステム（サプライチェーンや経

済網など）が、一つのきっかけで簡単に崩壊してしまう性質」「Anxious(不安):どこにいても、常に不安や無力感に苛まれる心理状

態」「Non-linear(非線形):原因と結果が直結しない。小さな原因が、地球規模の巨大な結果（パンデミックや気候変動など）を引き起

こすため、予測が全く立たない」「Incomprehensible(理解不能):データや情報はあふれているのに、なぜその事象が起きたのか、本

質的な理由が誰にも理解できない状態」 
3 ポリクライシス（Polycrisis：複合危機）：単一の危機（クライシス）が起きているのではなく、「気候変動」「戦争・地政学リスク」「イン

フレ」「エネルギー不足」「社会の分断」「テクノロジー危機」といった独立した複数の危機が、同時に且つお互いに影響し合いながら

発生している状態。 

表 1 観光消費平均単価額の推移（単位：円） 

 

表 2 観光消費平均単価額の推移（単位：円） 

表 3 観光客入込数の推移（単位：万人） 

 

表 4 観光客入込数の推移（単位：万人） 



6 

 

3. 外国人延べ宿泊者数 

基準値（令和元年度） 36,160人 

目標値（令和 7年度） 36,160人 

実績値（令和 6年度） 32,802人 

※実績目標値 18,007 人 

（宿泊旅行統計調査「観光庁」） 

 

  

4. 来訪者満足度 

基準値（令和元年度） 63.2％ 

目標値（令和 7年度） 90.0％ 

実績値（令和 6年度） 97.4％ 

当協会アンケート結果より 

（非常に満足・満足・やや満足の合計） 

 

 

2．福島市観光コンベンション協会：VISION2025（令和 4年度～令和 7年度）の概要
と達成状況 

1. 戦略方針 VUCA、人口減少、デジタル社会における南東北の「人口・産業・雇用」のダム 

  「グローカル・ハブ」 

2. 理念と使命 理念：今と未来の三方良し 

 使命①：来訪者、地域事業者、地域社会への同時貢献 

 使命②：「いま」と「未来」への同時貢献 

3. 戦略基本方針 

「外貨獲得」 「内発循環」 「関係人口拡大」 「認知・理解・共感獲得」 「社会課題解決」 

 

4. 戦略基本目標（成果検証指標）と実績 

(1) 戦略評価指標②-1 ＫＧＩ 「平均消費額」 

基準値（令和元年度）    24,366円 

目標値（令和 7年度）    25,827円 

実績値（令和 6年度）    27,803円 

実績値（令和 7年度）    31,928円※速報値 

(2) 戦略評価指標②-2 ＫＧＩ 「Top Box度（満足度）」 

基準値（令和元年度）        63.2％※令和元年度当時の計測方法は現在と異なる 

目標値（令和 7年度）        50％ 

実績値（令和 6年度）        42.17％ 

実績値（令和 7年度）        47.33％※速報値 

(3) 個別事業 KPI目標達成率 

目標値（令和 7年度） 100.0％ 

実績値（令和 7年度） 107.4％ 

表 5 外国人延べ宿泊者数（単に：人） 

 

表 6 外国人延べ宿泊者数（単に：人） 

表 7 来訪者満足度（単位：％） 
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Ⅲ．VISION2030の基本設計と評価指標 

1. VISION2030の基本設計 

本章では、VISION2030 の基本的な考え方と評価の枠組みを整理します。はじめに、福島市が目

指す地域の将来像や価値観、理念、使命を明確にし、続いて施策展開の方向性、評価指標、推

進にあたってのマネジメントの考え方を示します。 

【目指す姿（ビジョン）】※福島市観光共創戦略より 

「もっと、ずっと好きになる ふくしまへ」 
～花の彩りと吾妻の恵みを “紡ぎ

つむぎ

” “繋げ
つなげ

” “継ぐ
つ ぐ

” ふくしま物語～ 

【ビジョンにおけるコアバリュー（価値観）】 

『共有』と『共感』 

市民をはじめ、観光にかかわる人々との間で本市の強み・魅力が『共有』されることが大切です。 

そして、訪れた人々の『共感』を生み出し、魅力ある観光地域づくりの好循環を創出します。 

【基本理念】 

「いま」と「未来」の三方良し 

⚫ 来訪者・消費者良し ：感動的な体験価値を提供し、満足度と幸福感を最大化します。 

⚫ 事業者・住民良し  ：観光による経済的恩恵を地域へ還元し、雇用創出と所得（QOL）向上を 

              図ります。 

⚫ 地域社会良し ：文化や自然環境を保全し、次世代へ持続可能な発展を継承します。 

【ミッション（DMO としての使命）】 

「槍の穂先ＣＳＶ集団」として社会課題解決と経済効果創出を両立します。 

慣例や前例にとらわれず、高度なデータ分析（Think）と現場での迅速な実践（Do）を両輪とするプロフェ

ッショナル集団として、観光を地域課題解決のエンジンと位置づけ、新たな価値を共創します。 

“紡ぎ” 
ふくしまの強み・魅力（「ふくしまらしさ」）を最大限に活かし、それらを磨

き上げ、「点」を「線」へと紡ぎあわせ、さらなる魅力（「ふくしまならで

は」）を創り上げる。 

“繋げ” 
「ふくしまならでは」の魅力は、多くの人々を惹きつけ、訪れる人とま

ち、住む人とを繋げ、また、観光に関わる人同士を繋げ、地域社会・経

済の活力を生み出す。 

“継ぐ” 
「ふくしまならでは」の魅力を、さらに高め、大切にし、次世代へと引き

継ぐことで、持続可能・発展的なまちへとつなげる。 
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2. 施策展開の基本方向 

ここでは、VISION2030で掲げる将来像を実現するために、施策をどのような視点で展開するかを

示します。経済的な視点、市民目線の視点、施策の選択の視点の 3つから整理することで、今後

の取組の方向性を明確にします。 

経済的な視点 

⚫ 観光地経営の最終的な数値目標は、入込客数や宿泊者数の増加だけでなく、観光消費額、

観光による経済波及効果、地域循環率を重視するものとします。人口減少や既存宿泊施設

の減少、昨今の経済的困窮による旅行控えといった環境下においては、「パイの奪い合い」の

ような消耗戦から脱却し、外貨獲得と内発循環のバランスが取れた「持続可能な外貨獲得」

へとシフトします。そのため、「量から質へ」と視野を広げ、効果検証が可能な施策を選択・展

開します。ただし、訪日外国人誘客の観点では、全国的な需要拡大の波が当地域にはまだ十

分に及んでいないため、一部では積極的な取組を強化していきます。 

⚫ ふくしま三名湯（飯坂温泉、高湯温泉、土湯温泉）やあづま山麓（磐梯吾妻地域）、ピーチホリ

デイ関連事業については、特に誘客施策を強化します。そのうえで、繁閑差の平準化（閑散

期対策）や、これらの地域への訪問客の効果を市域全体（中心市街地、観光果樹園、その他

市内各施設等）へ波及させるための面的な施策を検討します。 

また、これらの取組により、地域の繁閑を時間と空間の両面で平準化し、事業者の経営環境

の安定化に寄与するとともに、労働供給制約の課題解決につなげます。 

⚫ ふるさと納税事業は、観光誘客とは別の視点としての外貨獲得策であり、内発循環の事業で

す。また、福島市 DMO の「福島市観光ノート」などを通じた情報発信との連動などを通じて、

福島市の産品の認知拡大、関係人口拡大へ繋げていきます。 

ふるさと納税に対する全国的な消費行動の変化や、制度変更による様々な制約が出る中で

も、受託運営当初からの信念は損なうことなく、「ふるさと納税を介した関係人口拡大」「地域

事業者の販路拡大」「そのうえでの市としての外貨獲得」を継続していきます。 

市民目線の視点 

⚫ 観光産業の発展や観光地域づくりについて、市民の理解・認知・共感を得られるよう、観光を

通じた地域貢献を見える形で発信します。そのうえで、市民満足度の検証や、市民目線から

見た観光地域づくりの課題に向き合う施策を展開します。 

⚫ 特に、目標ビジョン「もっと、ずっと好きになる ふくしまへ」のとおり、市民のシビックプライドの

醸成につながる施策を強化します。あらゆる年代・ライフステージの人々に「楽しみ、遊び、学

び、癒し」などを提供するとともに、ときには主体的なプレイヤーにもなれる場を創出し、観光

を支える応援者でありパートナーでもある市民を育んでいきます。 

施策の選択の視点 

⚫ 観光に関するデータを幅広く収集・集積するとともに、施策の費用対効果検証に基づくデータ

を重視する視点から施策を選択します。 
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⚫ 時には「勘と経験」に基づいて行動する場面もあります。しかし、その場合でも仮説検証の視

点を重視し、判断の経緯や根拠を記録したうえで、結果をデータに基づいて分析し、次の展開

へつなげます。 

⚫ 収集したデータは、地域の観光関連事業者の「次の一手」に有益なものとなるよう分析を尽く

し提供し続けます。また、市民の方々へも共有する機会を設け、観光に対する理解促進に努

めます。 

⚫ 観光 DX施策は、生成 AIが日常となった現在において常に先進地水準をキャッチアップし続

けることが重要です。DMO としての活動領域においても推進するとともに、来訪者の利便性

確保のための環境整備、事業者の事業効率化の両面において推進します。 

3. 評価指標と数値目標 

本節では、VISION2030 の進捗と成果を把握するための評価指標と数値目標を整理します。観光

地経営の成果を多面的に捉えるため、KGI・KSF・KPI を設定し、施策の実効性を継続的に検証で

きる枠組みを示します。 

KPIについては、全 27項目（※再掲含む）のうち、マーケティング（対旅行市場）に関する指標を 11

項目、マネジメント（対市民・地域）に関する指標を 13 項目、DMO 組織経営に関する指標を 3 項

目設定しています。 

これらの指標は、観光庁による DMO の更新登録要件に準じて設計しています。現時点では、基

礎データがなく新たに取得方法を設計する項目もありますが、今後の福島市の観光産業の発展

にとって重要であると判断し、設定しています。 

ＫＧＩ・ＫＳＦ・ＫＰＩ設計 

【KGI】 

⚫ 旅行消費額 

⚫ 経済波及効果 

⚫ 地域貢献 ROI 

【KSF・KPI】 

KGI は地域として目指す最終的な成果を示す指標、KSF はその達成に向けて重点的に取り組む

べき成功要因、KPIは KSFの進捗を具体的に測定するための指標として整理しています。 

⚫ 消費単価の向上（ＫＳＦ） 

➢ １人あたり旅行消費額（ＫＰＩ／マーケティング） 

➢ 開発を支援した旅行商品・コンテンツの売上（KPI／マネジメント） 

➢ マーケティング提供事業者数（ＫＰＩ／マネジメント） 

⚫ 滞在日数の増加（ＫＳＦ） 

➢ 延べ宿泊者数（ＫＰＩ／マーケティング） 

➢ 外国人延べ宿泊者数（ＫＰＩ／マーケティング） 

➢ 平均泊数（ＫＰＩ／マーケティング） 

➢ マーケティング提供事業者数（ＫＰＩ／マネジメント）※再掲 

⚫ 来訪者数の管理（ＫＳＦ） 

➢ 来訪者満足度／Ｔｏｐ Ｂｏｘ度（ＫＰＩ／マーケティング） 
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➢ 広告換算額（ＫＰＩ／マーケティング） 

➢ ウェブサイトアクセス数（ＫＰＩ／マーケティング） 

➢ リピーター率（ＫＰＩ／マーケティング） 

➢ マーケティング提供事業者数（ＫＰＩ／マネジメント）※再掲 

⚫ 需要の平準化（ＫＳＦ） 

➢ 月別来訪者数の平準化率（ＫＰＩ／マーケティング） 

➢ MICE誘致開催件数（ＫＰＩ／マーケティング） 

➢ 宿泊施設の稼働率（ＫＰＩ／マネジメント） 

⚫ 環境・歴史・文化の保全（KSF） 

➢ 持続可能な観光に対する住民満足度（ＫＰＩ／マネジメント） 

➢ GSTC研修受講者数（ＫＰＩ／マネジメント） 

➢ 環境・文化保全に資する旅行商品・コンテンツの造成・売上（ＫＰＩ／マーケティング） 

⚫ 地域への裨益（ＫＳＦ） 

➢ 観光事業者数の平均給与額（ＫＰＩ／マネジメント） 

➢ 観光事業者数（会員事業者数）（ＫＰＩ／マネジメント） 

➢ 地域製品活用率（ＫＰＩ／マネジメント） 

➢ 従業員の域内在住率（会員事業者の従業員）（ＫＰＩ／マネジメント） 

➢ 観光従業者の満足度（ＫＰＩ／マネジメント） 

➢ 域外からの観光産業入職者数（ＫＰＩ／マネジメント） 

⚫ DMO組織経営（KSF） 

➢ 職員の満足度（ＫＰＩ／マネジメント） 

➢ 安定財源確保率（ＫＰＩ／マネジメント） 

➢ 投資回収率（地域貢献ＲＯＩ）（ＫＰＩ／マネジメント） 

KGI 具体的な数値目標 

⚫ 旅行消費額 

外貨獲得の規模を示す最重要指標です。 

基準値（2024） 
1.28倍 

目標値（2030） 

175億円 224億円 

 

⚫ 経済波及効果 

地域経済全体への貢献を、産業連関表等を用いて評価する指標です。※3年ごとに計測しま

す。観光庁から発出予定の評価ツールの活用を想定しています。 

基準値（2025） 算出実績なし 

2026年度中に設計予定 

目標値（2030） 

―  
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⚫ 地域貢献ＲＯＩ 

※地域貢献 ROI（投資資本利益率）の算出方法 

＝「地域貢献効果（直接効果＋間接効果）」÷「投資額（事業執行額＋人件費）」 

2023 2024 2025 
目標 10.0を維持 

目標値（2030） 

11.8 10.9 13.2 10.0 

 

ＫＰＩ 具体的な数値目標 

消費単価の向上（ＫＳＦ） 

⚫ １人あたり旅行消費額 

2023 2024 2025 2024年から 20%増

加 

目標値（2030） 

27,322円 27,803円 31,928円 33,000円 

 

⚫ 開発を支援した旅行商品・コンテンツの売上（ＫＰＩ／マネジメント） 

地域の観光の高付加価値化や旅行者の滞在時間の延長（平均泊数の増加）に向けては、滞

在中に楽しめるコンテンツの開発が重要です。 

基準値（2025） 算出実績なし 

2026年度中に設計予定 

目標値（2030） 

― 5,000万円 

 

⚫ マーケティング提供事業者数（ＫＰＩ／マネジメント） 

宿泊ありがとうキャンペーンで収集したアンケートデータの分析結果の提供などを想定してい

ます。ダッシュボード化は進んでいるものの、地域事業者への個別提供や、データを活用した

施策立案・実施にはまだ十分に至っていません。 

基準値（2025） 宿泊キャンペーンアンケートデータ提供事業者数 

提供数に加え、実利につながる指標への再設計

も検討が必要です。 

目標値（2030） 

28事業者 100事業者 

滞在日数の増加（ＫＳＦ） 

⚫ 延べ宿泊者数（ＫＰＩ／マーケティング） 

ふくしま三名湯（飯坂温泉、高湯温泉、土湯温泉）における宿泊延べ人数 

課題として、中心市街地ホテルの宿泊者数を把握できていないため、把握方法の検討が必要

です。 

2023 2024 2025 
2024年から 7％増加 

目標値（2030） 

61.1万人 63.3万人 集計中 68万人 
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⚫ 外国人延べ宿泊者数（ＫＰＩ／マーケティング） 

数値の根拠が観光庁の「宿泊統計調査（第二次速報）」であるため、実数を把握できていない

点が課題です。あわせて、国籍別の傾向把握も必要です。 

2023 2024 2025 
2024年から 2.7倍増加 

目標値（2030） 

2.3千人 3.2万人 3.7万人 10万人 

 

⚫ 平均泊数（ＫＰＩ／マーケティング） 

人数ベースで計算（算出データは、「宿泊統計調査（第二次速報）」より） 

2023 2024 2025 宿泊者の 1/3が 

２泊以上を目標  

目標値（2030） 

1.20泊 1.23泊 1.18泊 1.5泊 

 

 

来訪者数の管理（ＫＳＦ） 

⚫ 来訪者満足度／Ｔｏｐ Ｂｏｘ度（ＫＰＩ／マーケティング） 

2023 2024 2025 来訪者の半数の「非常に満足

／Top box」獲得を目標 

目標値（2030） 

42.48％ 42.17％ 47.33％ 50％ 

 

⚫ 広告換算額（ＫＰＩ／マーケティング） 

広告換算額の集計方法を確立し、過去実績の整理と 2030年目標の設定を 2026年度中に

行います。 

2023 2024 2025 
過去の換算額から設定  

目標値（2030） 

   未設定 

 

⚫ ウェブサイトアクセス数（ＫＰＩ／マーケティング） 

福島市観光ノート PV数 

2023 2024 2025 
毎年 5％アップ目標  

目標値（2030） 

391万 PV 450万 PV 454万 PV 480万 PV 

 

⚫ リピーター率（ＫＰＩ／マーケティング） 

宿泊者アンケートより集計 

2023 2024 2025 
毎年 0.3ポイントアップ目標  

目標値（2030） 

74.0％ 72.6％ 72.9％ 74.4％ 

 

需要の平準化（ＫＳＦ） 

⚫ 月別来訪者数の平準化率（ＫＰＩ／マーケティング） 

年間来訪者数における閑散期（連続する３か月）の来訪者数の割合 

2023 2024 2025 2026年度中に実施し、 

目標値を設定 

目標値（2030） 

集計中 集計中 集計中 25%（予定） 
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⚫ MICE誘致開催件数（ＫＰＩ／マーケティング） 

当該年度に開催支援をした MICE開催件数 

2023 2024 2025 
 

目標値（2030） 

32件 35件 33件 80件 

 

⚫ 宿泊施設の稼働率（ＫＰＩ／マネジメント） 

情報提供の可否を確認のうえ検討 

2023 2024 2025 情報提供の可否を確認のうえ

検討 

目標値（2030） 

未把握 未把握 未把握 未設定 

 

環境・歴史・文化の保全（ＫＳＦ） 

⚫ 持続可能な観光に対する住民満足度（ＫＰＩ／マネジメント） 

実施方法を含め検討 

2023 2024 2025 
実施方法を含め検討 

目標値（2030） 

未把握 未把握 未把握 未設定 

 

⚫ GSTC研修受講者数（ＫＰＩ／マネジメント） 

適用範囲の設定と研修受講までのスケジュール設計 

2023 2024 2025 
全会員事業者の受講を目標 

目標値（2030） 

未着手 未着手 未着手 200人（累計） 

 

⚫ 環境・文化保全に資する旅行商品・コンテンツの造成・売上（ＫＰＩ／マーケティング） 

「開発を支援した旅行商品・コンテンツの売上（ＫＰＩ／マネジメント）」と連動 

基準値（2025） 算出実績なし 

2026年度中に設計予定 

目標値（2030） 

― 5,000万円 

 

地域への裨益（ＫＳＦ） 

⚫ 観光事業者数の平均給与額（ＫＰＩ／マネジメント） 

基本、宿泊施設を対象とした設計を予定。実施方法を含め検討。 

2023 2024 2025 
実施方法を含め検討 

目標値（2030） 

未着手 未着手 未着手 未設定 

 

⚫ 観光事業者数（会員事業者数）（ＫＰＩ／マネジメント） 

会員数は、DMOの認知度や信頼度を測る指標として捉えます。 

2023 2024 2025 
毎年 10件の新規入会を目標 

目標値（2030） 

199 204 211 260 
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⚫ 地域製品活用率（ＫＰＩ／マネジメント） 

観光産業の地域内への裨益を評価し、関係者の合意形成に活用するため、観光事業者（宿

泊・飲食・物販事業者）の仕入材料費に占める域内調達額の割合を計測します。 

観光庁の手引書を参考に、調査の実施を計画します。 

2023 2024 2025 2026年度中に実施し、目標値

を設定 

目標値（2030） 

未着手 未着手 未着手 未設定 

⚫ 従業員の域内在住率（会員事業者の従業員）（KPI／マネジメント） 

「住んでよし、訪れてよし」に続く「働いてよし」の福島市の実現に向け、市内在住従業員の割

合を計測します。 

2023 2024 2025 2026年度中に実施し、目標値

を設定 

目標値（2030） 

未着手 未着手 未着手 未設定 

 

⚫ 観光従業者の満足度（ＫＰＩ／マネジメント） 

「住んでよし、訪れてよし」に続く「働いてよし」の福島市の実現に向け、観光産業で働く従業

者を対象にアンケート調査を実施します。 

2023 2024 2025 2026年度中に実施し、目標値

を設定 

目標値（2030） 

未着手 未着手 未着手 未設定 

 

⚫ 域外からの観光産業入職者数（ＫＰＩ／マネジメント） 

「住んでよし、訪れてよし」に続く「働いてよし」の福島市の実現に向け、会員事業者を対象に

新規雇用者数に占める域外からの入職者の割合を把握します。 

2023 2024 2025 2026年度中に実施し、目標値

を設定 

目標値（2030） 

未着手 未着手 未着手 未設定 

 

 

DMO組織経営（ＫＳＦ） 

⚫ 職員の満足度（ＫＰＩ／マネジメント） 

DMO職員の育成や処遇改善など、人材の定着や人事制度の成果を評価する指標です。定

期面談に加え、外部機関によるアンケートを実施します。 

2023 2024 2025 2026年度中に実施し、目標値

を設定 

目標値（2030） 

未着手 未着手 未着手 未設定 

 

⚫ 安定財源確保率（ＫＰＩ／マネジメント） 

全体収入に占める安定財源の割合を示す指標です。安定財源には、特定財源、自治体から

の受託事業費、会費、行政からの交付金・負担金（具体的な使途が決まっていないもの、また

は観光地経営戦略の対象期間にわたり行政からの支出が確定しているものに限る）、収益事

業を含みます。 

2023 2024 2025 2026年度中に実施し、目標値

を設定 

目標値（2030） 

算定中 算定中 算定中 60％ 
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⚫ 投資回収率（地域貢献ＲＯＩ）（ＫＰＩ／マネジメント） 

地域貢献ＲＯＩと同義です。 

※地域貢献 ROI（投資資本利益率）算出方法 

＝「地域貢献効果（直接効果＋間接効果）」÷「投資額（事業執行額＋人件費）」 

2023 2024 2025 
目標 10.0を維持 

目標値（2030） 

11.8 10.9 13.0 10.0 

 

※別途、日本版持続可能な観光ガイドラインである「JSTS-D」の指標に基づき、数値評価を補強

します。 

4. 課題設定と推進マネジメント 

本節では、設定した目標や指標を実際の施策推進につなげるための考え方を整理します。重点

課題の設定、役割分担、優先順位の明確化を通じて、限られた資源の中で効果的に戦略を推進

するためのマネジメントの方向性を示します。 

⚫ 主要 KGIである「観光消費額」の増加につながる施策を、「来訪者数（Visitor）」と「単価

（Price）」に分解、さらに域内調達率（地産地消）を加味し、それぞれのカギとなる要因（KSF）と

定量化した数値目標（KPI）を設定 

⚫ 地域の役割分担を明確にし、優先順位、時系列に基づいてマネジメントします。 

 

上記概念に加え、「内部調達率（地域製品活用率）」も重要です。 
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Ⅳ．観光振興施策 

1. 施策の取組主体 

本章では、VISION2030 に基づいて具体的に展開する観光振興施策の方向性を整理します。取組

主体の役割分担を確認したうえで、施策のコンセプト、主要施策方針、観光 DX の方向性を示し、

実行段階における重点分野を明らかにします。 

2. 施策のコンセプト「3つの柱」と「5つの戦略方針」 

『共有』と『共感』をコアバリュー（価値観）とし、市民および来訪者の視点を重視しながら、福島市

の観光共創戦略及び VISION2025（令和 4年度～令和 7年度）における施策展開の基本方針を継

承し、事業活動に取り組みます。 

3 つの柱（基本方針）（市観光共創戦略より抜粋） 

⚫ 基本方針１：“紡ぎ” 「点」から「線」による誘客の推進 

本市が誇る豊かな自然資源から生まれた「花」や「温泉」、「食」をはじめとする市民が誇れる

ふくしまの観光資源を最大限に活かし、磨き上げによる高付加価値化や受け入れ体制の強

化を図ります。 

⚫ 基本方針２：“繋げ” 旅行者の想いを捉えた施策展開 

回復したインバウンド需要への対処をはじめ、旅行形態の変化や価値観の多様化など、時代

の変化を捉えた施策を展開するとともに、受け手側に的確に届く情報発信を仕掛け、認知度

向上・誘客のための取組を推進します。 

⚫ 基本方針３：“継ぐ” 持続可能な魅力ある観光地域づくり 

ふるさとの魅力を知る教育や機会などを通して、観光人材の育成や市民の観光への理解促

進を図り、また、自然や歴史・文化の保全を行いながら、郷土への愛着を醸成します。 

また、本市を訪れる人々誰もが、心身ともに安全・安心に過ごすことができるまちづくりを行い

ながら、住む人が誇りを持ち、将来に残したいと思える魅力的な観光地域づくりを行います。 

 

5 つの戦略方針 

⚫ 外貨獲得 

➢ 来訪者に地域で消費してもらえる仕組みを作る。 

➢ 消費者に福島市産品を購入してもらえる仕組みを作る。 

➢ 都市部住民に福島市に寄付、投資をしてもらえる仕組みを作る。 
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⚫ 内発循環 

➢ 地域事業者と競合せず、地域イノベーションに寄与するビジネスモデルを作る。 

➢ 獲得した外貨が地域で循環する仕組みを作る。 

➢ 市民から見れば「無価値」の商材を高付加価値化する。 

➢ 循環の担い手を作り、ビジネスを成長させる仕組みを作る。 

➢ 上記を持続的に支えるエコシステムを整える。 

⚫ 関係人口拡大 

➢ 共感来訪人口を増やす仕掛けを作る。 

➢ 共感消費人口を増やす仕掛けを作る。 

➢ 共感投資人口を増やす仕掛けを作る。 

➢ ファンプール・タレントプールを作る。 

⚫ 認知・理解・共感獲得 

➢ 認知者を増やす仕掛けを作る。 

➢ 理解者を増やす仕掛けを作る。 

➢ 共感者を増やす仕掛けを作る。 

➢ 認知から共感、共感から行動のジャーニーを作る。 

⚫ 社会課題解決 

➢ 社会課題とは、資本主義や民主主義による全体最適戦略の歪みのなかで解決が急がれ

るもの 

➢ 個別にアクセスして不利益の解決をすることを「社会課題解決」と呼ぶ 

3. VISION2030における主要施策方針 

VISION2030では、これら基本方針と戦略方針を組み合わせ、事業活動を推進します。 

【“紡ぎ”×外貨獲得＋内発循環＋関係人口拡大＋認知・理解・共感獲得】 

➢ 浄土平、磐梯吾妻スカイラインといった圧倒的な景観を誇る自然を舞台とした自然環境アクテ

ィビティや観光コンテンツの開発や、二次交通環境の整備 

➢ 花見山やふくしま花回廊の自然環境を再発見する取組 

➢ ふくしま三名湯を中心とするふくしまの温泉文化の発展とそれらを支える温泉旅館施設などの

高付加価値化への支援 

➢ “桃”を中心とした果樹文化の高付加価値化（観光コンテンツ化）の強化と、観光を通した経営

多角化（果樹加工など）。ピーチホリデイのスキームの拡大と世界進出。 
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【“繋げ”×外貨獲得＋内発循環＋関係人口拡大＋認知・理解・共感獲得】 

➢ 地域の観光資源の掘り起こしから商流へ届けるまでの一気通貫型の運営体制の構築 

➢ 国内外への的確な情報の提供。450万 PVを誇る福島市観光ノートの最大活用 

➢ 世界の中の“FUKUSHIMA”の風評払拭と観光地域のイメージ戦略の拡充 

➢ ふるさと納税を介した物産振興の強化と隠れた魅力の発掘、情報発信 

➢ WEBやロケツーリズムによる発信媒体での認知拡大と福島市観光案内所でのハイタッチ型交

流対面でのおもてなしの融合 

➢ 地域の祭事などの観光コンテンツ化による、魅力の発信と来訪意欲の醸成の促進 

【“継ぐ”×外貨獲得＋内発循環＋関係人口拡大＋認知・理解・共感獲得】 

➢ 地域内での学びの機会としての観光コンテンツの開発 

➢ ふくしまバリアフリーツアーセンターを中心とした、年齢や障がい、文化、言語、性別を問わず、

また、あらゆるライフステージの人々が訪れたいと思いたくなるためのハード・ソフト両面から

の取組を推進 

➢ 地元の魅力の情報源としての福島市観光ノートのコンテンツ（掲載記事）の拡充と、SNS や宿

泊 OTA等の会員の獲得を強化。あわせて、ふるさと納税を介した関係人口プールの拡充 

➢ 福島市をフィールドとした大学機関などの地域の探求活動や、国際会議等の MICE 誘致によ

る経済効果と「世界の知」の地域への波及を強化。 

➢ 持続的、かつ、急激な社会変化にも耐えうる観光地域づくりや事業活動の推進のための安定

的な財源の確保に向けた検討 

4. 観光 DXの導入に向けた方向性 

観光事業のみならず、あらゆる場面で DX ソリューションが急速に進んでいます。あわせて生成 AI

の加速度的な進化は既にビジネスや研究のためのものだけなく、日常生活の様々なシーンで利

用されるまでになりました。 

それらについては、来訪者の利便性向上と事業者の業務効率化の両面から対応していくことが急

務であり、常に最新の情報をキャッチアップしていく必要があります。 

当協会においても、宿泊 OTA、体験予約システムの導入や CRM 機能の実装による来訪者向け

のツール導入や、社内システムのワークスペース導入による業務効率化・デジタル化、RPA やビ

ッグデータを活用したデータ分析などを進めていますが、これらをより一層活用し、有機的に連携

させながら環境を整備することが重要です。 

あわせて、会員事業者をはじめとした、地域内の観光事業者それぞれの課題に対応した解決手

法の検討や紹介、また、地域内でデジタルを活用した面的な環境の構築も推進していく必要があ

ります。 
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来訪者の利便性 

➢ 旅マエ・旅ナカでの福島市の情報アクセスへの対応 

➢ スマートフォン経由でのアクセスを意識した情報提供ツールの整備 

➢ 世界全体で月間 20 億人以上、日本国内でも月間 4700 万人以上が利用していると言われる

Google Map は、世界共通の情報収集先と言っても過言ではありません。これらへの事業者の

情報発信や掲載に向けた支援へ取り組みます。 

➢ 既に導入済みの、宿泊 OTA や体験予約システムのフル活用と掲載コンテンツをより充実させ

ていくことが、来訪者の体験価値＝来訪意欲へ繋がります。 

➢ 観光施設等の利便性を高めるため、クーポン機能やパス機能等についても WEB サイトの機

能拡充の一つとして、費用対効果などと勘案しながら検討していきます。また、混雑可視化等

の情報提供のツールも計画します。 

業務の効率化 

➢ 宿泊ありがとうキャンペーンで収集している来訪者満足度調査は、年間約 15,000 件にも及び

ます。これらのアンケート結果の分析をより高度に行うとともに、宿泊事業者や関連のある

方々に広く利用いただけるようダッシュボード化等環境を整備していきます。 

➢ ＫＧＩ「観光消費額」の拡大のための数値を正確に把握していくため、来訪者数の集計や宿泊

者数・属性の情報収集について取り組みます。 

➢ ＣＲＭ機能の本格的な運用を推し進めるため、会員獲得から分析、実践のロードマップを策定

し、生成ＡＩ等の活用も加え、将来予測を地域の事業者へ還元できるよう取り組みます。 

➢ 重ねて、それらを基に、宿泊、飲食事業者の適正な値上げや客単価アップにつながるための

施策を検討していきます。 

Ⅴ．市民との共創と理解促進 

1. 観光振興に伴う市民生活への影響と対応 

本章では、観光振興を持続可能なものとするために不可欠な、市民との共創と理解促進について

整理します。観光振興に伴う市民生活への影響への対応に加え、シビックプライドの醸成や市民

とのコミュニケーションのあり方を通じて、市民とともに観光地域づくりを進める方向性を示します。 

⚫ 継続的な検証と観光についての理解促進 

市民目線から観光地経営の課題に向き合う施策を検討します。 

あわせて、DMO の取組や観光における地域への還元利益等に対する認知理解

の促進のための施策を検討します。 
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⚫ 課題の優先順位 

他地域での域内住民向けの意識調査結果では、①交通渋滞の混雑、②観光客のマナー違

反、③物価の上昇などがネガティブな意見として見受けられます。 

また、課題として、ごみ処理、喫煙、インバウンドへの案内不足、災害時の緊急受入体制、不

法民泊、防犯体制、公衆トイレなどがあげられています。 

令和 6 年度実施「新しい福島市総合計画の策定に向けた『市民アンケート調査』」では、この

ようなネガティブな反応よりは、観光地としての認識の少なさや、より観光への期待を求める

反応が多く見受けられます。 

今後、観光地としての発展を目指して活動すると同時に、このような先進地の課題も見据えな

がら、受入体制整備にも対応することが重要です。 

2. シビックプライドの醸成 

「市民目線」の観点から、シビックプライドの醸成について以下のように整理します。 

⚫ 観光とシビックプライド 

➢ 福島を訪れる訪日外国人旅行者のそのほとんどが、日本への来訪経験が複数回のリピー

ター客であることが多く、彼らは、首都圏などでの買い物（＝モノ消費）ではなく、地域の本

物の文化や伝統、市民の日常をリスペクトし、それらを体験すること（＝コト消費）や、その

地域でしか得られない瞬間（＝トキ消費）を追い求めています。 

➢ 農家の営みや、伝統工芸職人の制作現場、地元民に愛されるカフェ、年に一度のお祭りな

ど、地域の住人にとっての日常に興味関心があり共感をします。 

➢ そのような旅行者の姿を見て、私たちは普段のこの暮らしが、将来にも残したいと思える、

守る価値のある特別な日常であると再認識し、地域への誇りやシビックプライドが刺激され

ます。 

➢ このような意識の持ち方と、観光産業に対するポジティブ・ネガティブな意見・認識の関係性

についても、調査していく必要があります。 

 

⚫ 観光教育による人材育成 

➢ 福島市民にとって、「福島市＝観光地」という意識は、先進観光地域に比べると希薄なのか

もしれません。 

➢ しかし、地域の学校の探究活動など地域課題の解決のための授業活動内では、「地域の

街歩き」、「モデルコース」「情報発信」等に取り組んでいる事例もあり、子供たちの地元地

域への想いが観光という形であらわされています。 

そのような取り組みに対しては、当協会としても積極的に支援していきます。 

➢ その一方で、これまで挙げられてきた福島市の魅力について、知られていない、触れる機

会が少ないケースもあります。それは、申込や購入というきっかけ・タッチポイントがないこ

との裏返しでもあります。旅行者向けの観光コンテンツは、市民にとっても価値のあるもの

だという認識のもとで進めることで、地域の子供たちの楽しみが増えることの一助にもなり、

観光客来訪に対する理解や、シビックプライド、さらには将来の職業選択にもつながってく

ると考えます。 
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3. 市民とのコミュニケーション 

「市民目線」の観点から、市民とのコミュニケーションについて以下のように整理します。 

⚫ 市民とのコミュニケーションの重要性 

➢ 福島市の観光は他地域同様に、コロナ禍で大きな逆風による影響を受け、コロナ禍前の水

準までもどりつつあるものの、未だそこまでではない分野、業態も存在します。その過程に

おいて、現在の日本における観光の立ち位置も相まって、観光産業の波及効果は非常に

すそ野が広いことも全国的に認識されました。 

➢ 一方で、市の財政状況などから、積極的な財政投入を安易に望むことは難しい状況です。 

➢ 今後、市民と観光事業者が「共有」して未来を語ることができるよう、様々な機会、様々な発

信を通じて、市民とのコミュニケーションに努め、①財政構造や安定的で持続可能な観光

財源の在り方、②市の個別計画や本戦略が目指す地域の将来像の共有を進めることで地

域が一丸となって取り組める環境を醸成します。 

 


